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○遠別町起業化支援事業公募要領 

平成27年４月30日要領第３号 

改正 

平成28年３月10日要領第１号 

平成28年９月26日要領第４号 

平成30年12月28日要領第６号 

平成31年３月25日要領第３号 

令和４年６月30日要領第３号 

令和５年３月31日要領第４号 

令和７年３月31日要領第２号 

令和８年３月31日要領第 号 

遠別町起業化支援事業公募要領 

１．事業の目的 

起業又は事業承継に向けた取組を支援するため、起業時又は事業承継時における開業経費等の

必要な経費の負担を軽減することにより、新たな起業及び円滑な事業承継への取組及び中小企業

の進出を奨励し、地域経済の活性化を図る。 

２．応募対象となる事業 

遠別町内に事業拠点を設け、新規に事業を開始又は承継し、製品の製造及びサービス等を提供

する事業とし、農業、林業、漁業、金融・保険業、公務及びこれに類する事業並びに風俗営業等

の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）の許可を受けることができない

事業を除く。 

３．応募者の要件 

事業主体として応募できる者（個人又は法人（以下「事業者等」という。））は、町内におい

て起業又は事業承継を予定している者又は町外の中小企業が町に支店等の事業拠点を設ける場合

とする。ただし、次のいずれかに該当する者は応募することはできない。 

(１) 別表１に定める事項を滞納している者及び不納欠損処分を受けた場合はその処分の日から

３年を経過していない者がいる世帯に属する者 

(２) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(３) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力
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団員をいう。以下同じ。） 

(４) 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもっ

て暴力団又は暴力団員を利用している者 

(５) 暴力団員又は暴力団に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に

暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

(６) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

(７) 町の工事及び受託事業のみで新たに拠点を設ける個人または法人 

(８) 法人の役員等が第２号から第６号までのいずれかに該当する者 

(９) その他町長が適当でないと認めた者 

４．応募方法等 

応募しようとする事業者等は、別に定める日までに以下の関係書類を作成し、遠別町役場まち

づくり推進課に８部（正本１部、副本７部）提出することとする。 

なお、過去に認定を受けた同一事業者等の再度の同一計画についての応募はできないこととす

る。 

(１) 遠別町起業化支援事業認定申請書（第１号様式） 

(２) 事業計画書（第２号様式） 

(３) 収支予算書（第３号様式） 

(４) その他町長が必要と認める書類 

５．審査委員会 

事業の認定を行うための審査機関として、遠別町起業化支援事業審査委員会（以下「審査委員

会」という。）を設置し、審査委員会は、前項の規定により提出された書類について審査し、認

定が適当と認められる事業を選考する。なお、審査委員会の組織及び運営については別に定める。 

６．認定方法等 

応募のあった事業計画の採否については、審査委員会において、別表２の審査基準を基にヒア

リングを行い、その結果を受けて町長が予算の範囲内で補助対象事業を認定し決定する。なお、

認定結果については、応募者あてに通知する。 

７．認定後の手続と事業の実施 

町から認定通知を受けた事業者等は、別に定める遠別町起業化支援事業補助金交付要綱に基づ

き、速やかに必要書類を提出し、適正な事業実施をすることとする。 

８．成果の発表等 
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町長は補助事業に係る事業の操業状況及び雇用状況等についての報告を求めることができるこ

ととする。また、町長は必要に応じて成果等の発表を行わせることができることとする。 

附 則 

この要領は、平成27年５月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月10日要領第１号） 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年９月26日要領第４号） 

この要綱は、平成28年10月１日から施行する。 

附 則（平成30年12月28日要領第６号） 

この要領は、平成31年１月７日から施行する。 

附 則（平成31年３月25日要領第３号） 

この要領は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年６月30日要領第３号） 

この要領は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年３月31日要領第４号） 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月31日要領第２号） 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年３月31日要領第 号） 

この要領は、令和８年４月１日から施行する。 
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別表１ 

町税等 個人法人町民税 

固定資産税 

軽自動車税 

国民健康保険税 

後期高齢者医療保険料 

介護保険料 

公共料金等 上下水道使用料 

公営住宅使用料 

保育料 

学校給食費 

診療所診療費 

その他、町に納付又は納入すべき金銭 

別表２ 

遠別町起業化支援事業に関する審査基準 

（審査方法） 

・審査は、申請者からのヒアリング（プレゼンテーション審査）で実施する。 

・評価項目ごとに５段階による得点方式とする。点数は、審査員が申請案件ごとに採点表に記入す

る。 

５ ４ ３ ２ １ 

非常に良い 良い 普通 あまり良くない 良くない 

（採点方法） 

・申請者１人ずつの合計点数を採点した審査員の人数で割り、平均値を求める。 

（審査基準） 

・評価項目、評価の観点は、下記のとおりとする。 

評価項目 評価の観点 点数 

必要性 
本事業の趣旨に則った適切なものであり、町内におい

て必要性、重要度が高い業種か（不足業種か） 
５・４・３・２・１ 

優位性 製品の製造及びサービス等に優位性を有しているか ５・４・３・２・１ 
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実効性 
遂行できる体制、販売戦略、市場分析、スケジュー

ル、資金計画、活動実績等があるか 
５・４・３・２・１ 

成長性 

製品の製造及びサービス等が市場性・成長性を有して

いるか 

本町の経済活性化及び雇用の創出が図られるか 

５・４・３・２・１ 

波及効果 
町内・町外の起業希望者等の参考となり、それらへの

波及効果をもたらすか 
５・４・３・２・１ 

意欲・魅力 
事業への取組み意欲があるか 

経営者としての魅力があるか 
５・４・３・２・１ 

注１ 審査委員会の評価結果を受けて、町長が最終決定する。 

注２ 町長は予算の範囲内であっても、計画内容により十分な成果が望めないと判断される場合

は採択しないことができる。 


